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                                       要 約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 1 年毎に

ERIC および  PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校との関連が考えられるキーワード

school  

attendance，school dropouts，school phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。そ

の継続研究として 1997 年の文献について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance,school dropouts,school phobia,school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味のあることであると考え，

1991 年からそれぞれの年の文献について継続研究を行った(1992b,1993,1994,1995,1996,1997)。 

 本研究は，1997 年の文献についての継続研究である。今回の研究では，これまでの研究と同

様，DIALOG データベースの ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベー

ス)を用い，文献検索を行った。これらの中から不登校との関連が考えられるものについて，キ

ーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，今回で 7 年目に当たるが，

同一規準で 10 年分の作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 1997 年分である。 

 DIALOG データベースでの 1997 年の ERIC では， school attendance に関する文献が 21 件，

school dropouts に関する文献が 11 件，school phobia に関する文献が 2 件，school refusal に関す

る文献が 1 件であった。一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school attendance に関す

る文献が 25 件，school dropouts に関する文献が 23 件，school phobia に関する文献が 5 件，school 

refusal に関する文献は 8 件であった。 

 DIALOG データベースの 103 件の文献の中で不登校との関連が考えられる 79 件について，

キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 



 Ⅱ 各キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，1998 年 6 月末現在，DIALOG データベースの  ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS(PsycINFO データベース)において検索し，不登校との関連が

考えられる 1997 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の高等学校に対応する

学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  attendance をキーワードに持つ文献 46 件のうち，関連の考えられる 29 件について概観する

ことにする。ERIC では 21 件のうち 12 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，25 件のう

ち 16 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 23 件，英国が 2 件，日本が 2 件，

フランスが 1 件である。 

  Mora(1997)は，メキシコ系，アフリカ系，非スペイン語系白人の教育的要求について，1988

年度国家教育縦断研究のデータを用いて，登校状況，教育的質の特質，家庭の経済状況のよう

な機会経費の影響を研究している。登校率は，教育的質と生徒の特徴に影響を受けやすいと述

べている。 

  Hodgkin(1997)は，除籍に関わる英国の教育活動での否定的な仮定と法的規定の結果を論じて

いる。 

  McGhan(1997)は，K-12 の公立学校の登校を自由意志で行うようにするということは，学校

環境を改善し，学校選択の必要性を評価することになるとしている。 

  Gamse ら(1997)は，イーブンスタート計画が，早期の児童の教育，成人教育，親の教育を統

合し，低収入の子どもや大人の教育の機会を改善するために実施されたという。ここでは，こ

の計画に参加した数年間後の成績について評価し，イーブンスタート群と対照群の学校を特徴

づけようとしている。データは，この計画に加わった 179 人から集められ，72%にあたる 128

人が事後研究に参加したという。研究によると，遅刻をほとんどしないということを以外は，

あまり差は見られなかったという。 

  Bos と Fellerath(1997)によると，オハイオ州の学習・利益・親になるプログラム(LEAP)は，

登校を促す実質的な財源を伴う福祉を受けている十代の親に提供されているという。プログラ

ム群と統制群の 4,151 人からデータは収集されたという。結果から LEAP は在籍や登校を増加

させ，福祉受給を減少させたという。更に，LEAP 群の雇用を増加させているという。しかし，

LEAP は多くの十代の者が，年長になる前に中途退学するために，卒業率を増加させてはいな

かったという。 

  Gullatt と Lemoine(1997a,1997b)は，無断欠席を減少させる努力の法的展開と社会に関する無

断欠席の経済的影響について述べている。学校管理者が用いる無断欠席の努力としては，親の

制裁規定，停学，警察の介入のような厳重な法および取り締まり，学校環境改善や実際の学校

での働きかけのような学校内でのプログラム，コンピュータ技術追跡システム，地域社会の介

入などであるという。学校管理者は，生徒が登校しようとするように動機づける学校環境を創



り出すことに責任があると述べている。 

 Bader(1997)は，重篤な行動上の障害やその他の障害のある生徒の訓練に関する問題を取り上

げている。破壊的生徒や危険な生徒の配置，停学及び除籍を選択する際の費用問題，障害教育

活動の法的パラメータ，教師は生徒によって言葉あるいは身体的な襲撃を受けない権利がある

というようなスタッフの問題，少数民族の生徒は停学及び除籍された生徒の中で，不相応に代

表させられているというような少数民族の問題が考えられている。 

  Allen ら(1997)によると，子どもの教育に寄与する特徴がない中流階級の子どもよりも危機的

状態にある貧しい子どもに対する教育的機会を改善するために，これまで早期介入プログラム

は立案されてきたという。ここでは，民俗学的な方向付けを用いて，貧しい子どもと家族に関

わるサウスダコタ州のヘッドスタート公立学校プロジェクトの効果を評価している。データは

1993 年以来春に，プロジェクト群と対照群の 425 人の子どものうち 200 人から収集されたとい

う。結果によればプロジェクト群では，子どもの健康，登校状況，家庭環境が改善されたとい

う。また親と保護者に権限が与えられ，子どもの教育に一層関わるようになり，学校職員との

関係が改善し，生徒が学校にいることが更に気楽になったという。 

  Klicka(1997)は，合衆国 50 州各州のホームスクールに関する法律の要約をしている。1997

年までに 35 州がホームスクールの規則または法律を採用しているという。41 州は，ホームス

クーリングの親が何らかの特別な資格を持つ必要がないとしているという。 

 ウエストバージニア州 Kids Count Data Book:1996(1997)では，1980 年から 1994 年の間の州の

児童福利に関する郡および州規模の傾向を調査している。1997 年の特徴としてあげることがで

きるが，この種の Data Book を元にした研究が数件見られる。これらのデータを用いた文献の

初めでもあるので，多少長くなるが概観をすることにする。なお，この文献は，dropouts にも

関連する。子どもの貧困，低い学校での成績に焦点を当て，多くの低収入の生徒に関わってい

る３つの模範的な学校の輪郭を描いている。統計的な報告は，生徒の登校状況，高校中退率，

高校卒業率，児童と教師の割合，教師・管理職経験，１２年級教育以下の母親に対する誕生の

割合，自由な食事や量を減らした食事を認められた子どもの割合，雇用率，非雇用率，出産時

低体重新生児率，幼児死亡率，児童死亡率，児童虐待放置率，十代の出産率，未婚十代の出産

率，青少年非行ケース率，１０代の暴力死亡率，ヘッドスタート有資格率という 18 の要因から

なされている。結果によると，大部分の郡は 93％の登校率，州規模で平均 47％の貧困率，国の

最低基準 50％の雇用率，約 9％の失業率という必要な規準を越えるか満たしているという。ま

た，出産時低体重新生児率，児童虐待放置率，未婚の十代の出産率の増加が見られてきている

という。幼児死亡率，児童死亡率，自由な食事や量を減らした食事を認められた子どもの割合，

十代の出産率，高校中退率，青少年非行ケース率，十代の暴力死亡率が減少してきていると述

べている。 

  Davis(1997)は，合衆国の農業における子どもの労働について論じている。移民の農業労働者

として，一人あるいは家族で 200,000 人から 800,000 人の児童青少年が働いているという。こ



こでは，子どもによる法的経済的要因と健康及び教育への農業労働の影響を取り上げている。

移民の児童労働の教育的影響は，比較的年齢が上がってから入学すること，高い中途退学率，

崩壊的な登校状況，疲労や病気のために集中することができないことなどがあげられると述べ

ている。 

  Honma と Nakagawa(1997)は，105 人の不登校生徒を通した親の質問紙によって予後と要因を

調査研究している。集団および生活環境への最近の順応が予後の要因として考えられるときに，

生徒の予後は，たいてい満足されるものであったという。小中学生の性別と学校間の予後の違

いは，重要ではなかったという。重要さは，不登校のタイプの間では見出されなかったという。

集団に順応することは，友達になじむことと密接に関わっているという。さらに，友達になじ

むことは，教育センター内での集団活動や学習の動機付けと積極的に関係しているという。対

象者の予後は，家族の問題により，否定的に影響を受けていたという。教育センターに長期に

登校することは，家族になじむことや心身面に肯定的に作用し，友達となじむことには否定的

に作用することになったと述べている。 

   Kobayashi と Nakada(1997)は，児童の登校の楽しさと教師の力量の関係を調査し，教師が，

学級の雰囲気を通してどのように力量を使うことができるかを研究している。教師の力量を調

べるため，教師の社会的支持，学級の雰囲気，登校の楽しさについての質問紙を 4 年生から 6

年生の 486 人の児童に実施したという。5 つの要因が，因子分析により教師の力量に見出され

たという。児童の登校の楽しさが増すためには，教師は，愉快さ，信頼の一致，親しみという

3 つの因子に基づいて，児童を導く必要があるという。認められた教師の社会的支持と学級の

雰囲気を通して，登校する楽しさが増加していっているという。学級の雰囲気が良くない時に

は，教師の力量の中の懲罰因子を用いずに児童を導く必要があると述べている。 

  McCord と Ensminger(1997)は，暴力，抑うつ状態，アルコール依存はどのような条件で起こ

るか，病的状態の同時発症は選択的な結果を創り出す同様の危機的状況によるものか危機的状

況の同時発症によるものなのか，男女とも等しく危機的状況にさらされるのか，反対のあるい

は防御的状況が男女に同様に影響を与えるのかについてアフリカ系アメリカ人の調査研究して

いる。データは，1966 年に初等学校に入学した時に研究され，その後 32 歳に面接を受けた，

456 人の男性，497 の女性から集めたという。1 年生の時に攻撃性，知性，登校状況，平手打ち

の頻度が調べられ，家を離れた年齢，差別の発覚について遡及的に調べられている。1 年生の

時に有効であった危機因子は，26 年後の病的状態の有効な予測要因であったという。暴力を予

測させる危機因子は，抑うつ状態やアルコール依存を予測させるものとは異なっており，女性

の抑うつ状態を増加させる危機因子は，男性のアルコール依存の可能性を高めるものであった

という。男性は多様な危機状態にさらされがちであるが，男女とも同様の危機的状況に異なっ

た反応を表しているように思われると述べている。 

  Phillips(1997)は，学校が求められる教育課程を提供し，生徒に対しての教育的期待が高い教

師を雇用する時に学校は有効であるという理論を展開している。23 の中等学校の 5600 人の生



徒の縦断的データの分析によると，公共組織は数学の成績や登校状態とは関係せず，学術雑誌

は数学の成績及び登校状態に肯定的に関係したという。 

  Stock ら(1997)によると，学校を基盤とする健康ケアプログラムは，児童や青年に与えやす

く手に入れやすい健康のケアを提供し登校状態を改善するものとして知られているが，様々な

障害がその展開に影響を与えているという。どのように障害が影響を与えるかを示すために，

ルイジアナ州の 3 つの学校でグループを構成したという。特定された障害は，家族計画と流産

に関する地域社会の抵抗，潜在的な虐待あるいは薬物乱用，病院によって提供されるサービス

の形態や領域についての誤った考え方であるという。これらに打ち勝つための潜在的な障害と

展開する方略は，学校を基盤とする健康ケアプログラムを高め，新しいプログラムの開始をし

やすいようにするという。健康ケアプログラムを展開する上で，ソーシャルワーカーは重要な

味方として機能し，このような健康ケアチームの必要な一員であると述べている。 

  Cassino ら(1997)は，13 歳以下の子どものある 21 歳から 49 歳の喘息の 24 人の都会の母親と

喘息ではない 27 人の対応する母親による事例統制研究により，子どものケアと家族の機能につ

いてのパラメータに関して，母親の喘息の影響を評価している。母親たちは，貧しい人たちに

広く提供されている喘息診療を受けていたという。喘息の母親の子どもは，統制群の母親の子

どもと比較して，登校しようとする能力がかなり損なわれていたという。喘息の母親の場合，

22％の子どもは，母親の喘息のために，少なくとも一月あたり１回は学校を欠席することにな

ったと報告しているという。さらに，27％は，喘息のために子どもがいつも遅刻していると報

告しているという。統制群のわずか 5％が，健康状態のために子どもが欠席したと報告してい

るが，遅刻をしたということはないという。子どもに服を着せることや準備をするというよう

な基本的な親の役割を行う母親の能力が損なわれたという。喘息の評価されない間接的な経費

を表す子どもの登校状態や親であることのこれらの相反する影響により，喘息の経済的な負担

は重要であると結論づけている。 

 Gasquet ら(1997)は，肉体的健康，長期欠席，助けを求める行動に関する行動上の問題など

を調査研究している。12 歳から 20 歳の 3,287 人のフランスの生徒が研究され，これらのうち，

14.4％が抑うつ状態についての相談をしているという。対象者の質問紙の分析から，重篤な抑

うつ状態だけでは，助けを求める行動を説明することができなかったという。同じ不安抑うつ

水準の対象者の中では，少女であり，比較的年齢が高く，親と離れて生活し，健康に不安があ

り，しばしば学校を休む対象者が，抑うつ状態に対する助けを求めることが多かったという。

抑うつ状態の医療サービスを受けている対象者は，対象者よりもしばしば一般開業医や学校看

護婦に比較的多く相談に訪れているという。抑うつ状態に対して相談を受けた 8.4％が，心の

健康の治療に移行したと述べている。 

  Campbell-Whatley ら(1997)は，軽度の障害のある女子のアフリカ系アメリカ人に対する教育

プログラムの必要性を論じ，スクールカウンセラーがこのようなプログラムを始めることがで

きるような段階を概観している。まずはじめに，成績を改善し，登校を増加させ，落第を減少



させ，教科外活動への参加を多くすることであるという。学校全体で選ばれたスタッフで目的

を決定し，対象を決め，活動と手順を進め，教師と生徒を導き，過程を記録し，過程を管理し，

効果を評価することであるという。教師と生徒が，会話に，読書に，余暇活動に，個人教授に，

野外旅行に参加することであると述べている。 

  Nyberg ら(1997)については，school attendance にも関連するが，school dropouts にも関連して

いるので，school dropouts において取り上げることとする。 

  Morrison ら(1997)は，初等学校段階の学校での行動上の問題を解決するための家族システム

のアプローチの有効性を確かめた研究結果を論じている。ここでは，関連する背景となる情報

や人口統計学的データ，これらに含まれる登校状況とその後の概観について取り上げている。 

  Flores-Fahs ら(1997)は，暴力，公的資金への家族の依存，若者によるアルコールやその他の

薬物使用の高い水準によってマークされた隣人から生徒に向けられる二つの初等学校での青年

期前期での薬物乱用に対する危機要因の減少について，家庭学校権限プログラムの影響を研究

している。4 年から 6 年生を対象としており，実際的なアルコールやその他の薬物使用の減少

は期待できないという。むしろ，家庭学校権限プログラムは，実際的なアルコールやその他の

薬物使用の減少と関連する危機的状態の減少を目的としているという。特に，不十分な学業成

績，頻繁に学校を欠席すること，学級にうまくなじまないこと，低い自尊心という４つの危機

要因での減少がプログラム参加者に起こり，その後の薬物乱用に対するあらゆる危機的状態を

減少させるという仮説を立てていると述べている。 

  Bouffet ら(1997)は，不治のガンにかかっている 5 歳から 16 歳の 30 人のフランス人学校の子

どもとの直接経験に基づいて，継続的な病気の子どもでの登校することの潜在的な役割につい

て研究している。登校を持続するために採用された尺度と同様に登校することに対する子ども

の動機付けの程度および病気の期間での展開に関するデータを分析したという。病気が勝るま

で，子どもの 60％が，学校に行きたいという本来の欲求を示したという。読書，数学，コンピ

ュータは子どもたちの好きな教科であったという。身体的な障害が増加すると，疲労がすべて

の時間にわたって動機付けを減少させたという。教科外の趣味があり，それまであまり制御さ

れていた痛みのなかった子どもの 40％に登校拒否が起こってきたという。継続的な病気の子ど

もには，完全にすることは不適切ではあるが，登校することは病気を和らげる治療の一部であ

り，特定の医学的教育的目標があると述べている。 

  Teachman ら(1997)は，school attendandce との関連もあるが，school dropouts との関連もある

ので，school dropouts において取り上げここでは取り上げない。 

  McLoughlin と Lelless(1997)は，子どもの法的権利に関する学校心理学者の知識について論じ

ている。スーパーバイザーの立場で機能しているインーターンを含む学校心理学者のオハイオ

州学校心理学協会の 335 人の会員について，訴訟をさけるために必要であると同様な法律につ

いての知識があるかを取り上げている。対象者には，子どもの法的権利調査が行われたという。

質問では，児童虐待，停学と除籍，体罰，少年審判所での権利，特殊教育，宗教と言語の自由，



学校内での捜査と捕縛，離婚と児童保護，学校での破壊的行為，登校に関する子どもの権利に

ついての知識を評価したという。分析から，法的決定についての誤解が指摘されたが，特殊教

育の規定以外の調査されたテーマの大部分については適切な知識があったと述べている。 

  Bowers(1997)は，生徒とスタッフの登校状況，成績，生徒の自己概念，生徒スタッフ関係の

学校環境と生徒の特徴についてのパラメータに関してスタッフ選択理論・実践理論訓練の効果

を調査研究している。 K-4 年級の 24 学級の教師と生徒の登校状況が分析されたという。訓練

を始める前の２年間と訓練を始めた４年間の生徒教育評価プログラムによれば，訓練を始めた

後の各年で，一貫した劇的な改善が見られたという。研究を始める前から目下のデータまで集

められた規準のデータと比較して，生徒の自己概念は確立されたという。生徒教師間および生

徒間での関係に関する訓練効果についても，その関係は改善されたと述べている。 

  Rosenblatt ら(1997)は，重篤な情緒障害の若者に対するカリフォルニア州の３つの郡での学

校を基盤とするプログラムから得られた経験的な結果を表している。このプログラムに参加し

た若者の登校状況は一貫して高かったという。２つの郡では，年度の間の少なくとも一学年の

レベルの増加があったという。第３の郡では，１学年よりわずかに少ない増加を示したという。

結果から，特殊化されたプログラムに参加した若者のかなりの部分で，成績の改善が見られて

いる間には，このプログラムを限定的な段階へ縮小すること，統制することが可能であると述

べている。 

 ２ school dropouts に関する研究の概観 

  1997 年の dropouts をキーワードに持つ文献 40 件のうち，関連の考えられる 31 件について概

観することにする。ERIC では 11 件のうち 8 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，29 件

のうち 23 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 25 件，カナダが 5 件，オース

トラリア 1 件である。 

  Murnane ら(1997)は，1979 年から 1991 年までの若者に関する合衆国縦断調査データを用い

て，訓練と教育の特徴について評価している。918 人の男子と 699 人の女子のデータを用いて

いるが，中等教育後の教育や訓練を受けた中途退学は，一般教育発達テスト卒業証明を受験し

た後に多くなる可能性があるという。一般教育発達テスト卒業証明を受験した者のうちの半数

以下が，中等教育後の教育や訓練を受けていると述べている。 

   Goldman と Bradley(1997)は，学校に戻ってきたオーストラリアの高校中退者の教育的体験

について論じている。再登校した 15 歳から 24 歳の 2,278 人のオーストラリアの高校中退者の

うち 1,233 人の報告では，彼らが全時間通っていた新制度の学校に大部分籍を置いていたとい

う。彼らは，自分が十分に学業を達成することができると信じ，成功の確信があり，学校のサ

ポート，サービス，設備におおむね肯定的であったと述べている。 

  Metzer(1997)は，イリノイ州の田舎の郡の 16 歳から 24 歳の高校中退者の研究に関して報告

している。高校中退に関するデータのうち特に教育に戻ることを選択した人たちに焦点を当て，

教育に関わる生徒の考え方や認知の変化および中途退学者が再び登校しようと促す学校体制の



努力に焦点を当てている。少数民族の中途退学者の割合は，全生徒の場合よりも若干高いとい

う。中途退学者の中での特殊教育を受けている生徒の割合は，全郡の中等学校生徒の場合の２

倍であるという。仕事で成功したり，家庭を始めたり，良い時間を過ごしているという報告を

している中途退学者はほとんどいないという。多くの場合，失敗と欲求不満の記憶がある環境

に戻ることになるため，わずか 35％が高校に戻り，60％が GED プログラムに戻るということ

は驚くことではないという。戻るのに失敗した生徒は，たいてい戻るのに不可能になる年齢，

薬物乱用，極端な非行のような厳しい複雑な障害に直面することになるという。学校に戻らな

いその他の理由には，子どもの世話，仕事やお金が優先であるという考え，学校が問題にされ

なかったりうんざりするものであるという考えなどであるという。校長，スクールカウンセラ

ー，教師の面接から，学校体制は中途退学者が学校に戻るのを妨げないというように考えてお

り，中途退学者に現実としてそのように行動させ，中途退学者が学校に戻るのを促したり引き

つけたりという関係を確立する方針がないということを明らかにしていると述べている。 

 Kronick(1997)によると，中途退学者や若者の殺人の数を減らし，危機的状態にある子どもや

若者の貧弱な社会的成果を変えるためには，社会的に課せられた危機要因について考え，危機

についての考え方を再概念化する必要があると述べている。危機要因についても論じ，学校が

生徒の強さと要求に対応する支持的環境になることができると述べている。 

  KIDS COUNT Data Book 1997(1997)は，attendance において取り上げたウエストバージニア州

Kids Count Data Book:1996 のもとになるアメリカ合衆国の教育，社会，経済，身体に関わる児

童福利水準の国家および州毎の編集物がまとめられているものである。先に詳しく概観したの

で，ここでは簡単に存在のみを取り上げた。貧困にある子どもの教育の改善を論じている。 

  ウエストバージニア州 Kids Count Data Book:1996(1997)は，dropouts にも関連するが，

attendance にも関連するので attendance において取り上げる。 

  Everett ら(1997)は，潜在的な中途退学者を決定し，個別あるいは集団段階での支持を強める

ための領域を特定する予測モデルを取り上げている。３つの西南部の田舎にある学校区の年長

群から 331 人の年長者と中途退学者からデータを収集したという。モデルによると，学業成績

が継続するか中途退学するかの最も重要な決定要因であり，成績の異なった段階にいる生徒が，

中途退学の決定に関する特定される特徴を示しているという。1 年から 7 年級の留置の継続の

影響，教科外活動への参加，学校での仲間意識，人種，性別などが関係しているという。アパ

ラチアの学区の一つでは，母親の子どもへの期待，母親の教育的背景についても注目している

と述べている。 

  「南部の欠損と終焉」という報告(1997)では，子どもと地域の将来を危機的状態に置く南部

の州での児童福利において一貫して見られた欠損を終わらせるための理由を調査し，そのため

の勧告を取り上げている。この報告でも Kids Count Data Book を元にして論じている。子ども

に関する地域意識の浸透，基本的な教育や有効な国家計画をとおした将来のための南部の下部

構造への投資，南部遺産の強さを構築し変化と伝統の間に包含された意識の展開を通して積極



的な変化を促進すること，人種的不平等を取り除くための方略的対応による人種差別の終焉と

関わることであると述べている。 

  Hagan(1997)によると，非行についてのアノミーあるいはストレイン理論では，青少年の悩

みが非行の反乱に導くけれども，非行者は他の若者よりもより多く悩ませられているという報

告をしてはいないという。学校に敵対する集団に属する反抗的な若者は，もし幸福でなければ，

相対的に容易に学校から離れ，後に問題になるだけの大人の役割についてしまうという。青少

年の反乱の遅延あるいは睡眠の効果は，中年までは現れないという。準文化的な非行形態での

青少年の反乱が，中途退学し雇用されなかった成人の間に教育上の雇用上の問題および絶望感

をもたらすことになるという。これらの効果は文化的であり構造的であると述べている。 

  Janosz ら(1997)は，中途退学の予測要因を決定し，どれだけ長い間にわたって安定であるか

を決定しようとしている。1974 年と 1985 年に 12 歳から 16 歳の白人フランス語系男女 791 人

が，少なくとも学校を離れる 1 年前に心理社会的適応に関する自己管理質問紙を行っている。

学校，家族，行動，社会，個人の変数により中途退学を予測することができることが示された

という。これらの予測要因は，長い間にわたり安定していたという。原級留置，成績のような

学校体験変数は，潜在的な中途退学に対する最良の変数であったという。重要であってもその

他の心理社会変数は，だれが中途退学をするかを特定するものではなかったという。 

 Rylance(1997)は，重篤な情緒障害があると特定された 18 歳から 27 歳の 664 人の若者につい

て，高等学校を卒業するか中途退学するかの予測因子を取り上げている。個人変数，学校での

カウンセリングやセラピーを受けたか，職業教育を受けたかということと卒業証書を獲得した

かの関係をここでは調査している。結果によれば，およそ 50％が中途退学し，学校でのカウン

セリングや職業教育を受けることは，かなり高等学校の卒業と関係していると述べている。 

   Poole(1997)は，オクラホマのある田舎で早い時期での落第を予防するプロジェクトについ

て事例研究を行っている。家族，学校，地域社会，公的政治機関を含むソーシャルワークの広

範な協力関係を展開することで成功に導かれたという。これらの協力関係は，早い時期での落

第を防ぐために，健康，精神の健康，教育について決定されていた組織的境界を再検討したと

いう。 

 Walters と Bowen(1997)は，中途退学予防プログラムに関わった平均年齢 13.7 歳のアフリカ

系アメリカ人と白人男女 527 人の青少年での仲間集団受容と成績の関係について研究している。

学校に関連する態度及び行動を評価する学校の緊密感，学校の影響，問題行動の回避という 3

つの変数が，仲間集団受容と成績の潜在的な関係として特定されたという。仲間集団受容は，

成績についての間接的な影響を持っており，問題行動の回避は，仲間集団受容と成績との関係

のもっとも強い道筋を与えるという。 

  Worrell(1997)は，人種，貧富，英語力などの人口統計学的指標変数を用いて，危機的状況に

ある中途退学者と卒業生の識別を試みている。危機的状況は補習学校への登録によって決定し

たという。82 人の危機的状況にある生徒と 23 人のそうではない生徒が関わったという。自己



報告された危機要因によって，二つの危機的状況の集団が，危機的状況にない集団と区別され

たという。成果が現れた危機的状況にある群と，成果が現れなかった危機的状況にある群では，

GPA にかなりの差が現れたという。中等学校での可動性は，卒業するか中途退学するかの予測

要因として強いものであり，学校可動性は，中途退学予防を率先して進めるために生徒を特定

する重要な変数であると考えられると述べている。 

  Hrimech ら(1997)は，カナダ生まれの生徒と移民の生徒の比較により，中等学校での中途退

学を論じている。学校を離れるのに関連した社会的，心理学的，学術的特徴という変数の中で，

中途退学に自分の側に責任があり，学校の体制には満足していたと見られる若者が学校を離れ

る決定を説明する上で取り上げた理由には，特別な注意が向けられたという。移民が増加して

いる大都会の地域社会の関係の中で，これらの二つの群の間の違いは，若者の価値に焦点を当

てた理論的枠組みに光を当てることで解釈されるという。ある種の中途退学者にとって，学校

で学習することが重要ではないとしていることは，中途退学を説明する上での要因となるとい

う。生徒に学校に留まるように励ますことを目的にした介入は，若者の学術的価値によって演

じられた役割を考慮することで一層有効になると述べている。 

  Ellenbogen と Chamberland(1997)は，友達の特徴，友達関係のつながりの状況，高校中退の危

機的状況にある生徒とそうでない生徒の仲間関係の性質を比較している。学年の始めと終わり

に，中流階級の 14～16歳の 109人の男子と 82人の女子の高校生が質問紙に回答をしたという。

危機的状況にある生徒は，中途退学者の友達および有職の友達がより多く，学校の友達および

同性の友達がより少ないという。性差は，数カ所の地域で見い出されたという。 

  McNeal(1997)は，青少年の雇用と高等学校中途退学の関係を研究している。平均年齢 15 歳

の 20,493 人からデータを収集している。第一に雇用効力に加え，雇用形態がかなり高校中退に

影響を及ぼし，第二に雇用効力の効果は生徒が就いている仕事の形態によって影響され，第三

に雇用形態と雇用効力の効果は，さらに生徒の性別次第となるという。すなわち，生徒の雇用

は，生徒の高校中退に関してかなり変動する効果を示しているという。 

  Ellickson ら(1997)は，カリフォルニア州，オレゴン州の 4,500 人以上の高校生と中退者の縦

断的データから，さまざまな暴力行為，その他の公衆衛生の問題と同時に起こる十代の暴力，

暴力の性差について評価をしている。対象者の 54％が最近暴力に関わり，四分の一が，略奪的

暴力を犯したという。23％は暴力行為を繰り返し，14％が障害あるいは殺人に関係し，13％が

不法に武器を所持し，8％が銃関連の事件に巻き込まれたという。男子の方が女子よりも暴力の

多くの形態に関わっているが，いずれも家庭内暴力を等しく起こしやすいという。暴力的な男

子は女子よりも非暴力的な重罪や薬物犯罪を犯しやすく，精神上の健康はあまり貧弱ではなく，

あまり親にはならないという。 

  Nyberg ら(1997)は，高校生の教育の質を改善するために立案されたカリフォルニア州のカー

ン高等学校区と企業の共同の努力である学校改造実験プロジェクト 2000 の縦断的評価からデ

ータは得たという。このプロジェクトには，一般教育課程あるいは職業教育課程に通常置かれ



標準化到達度テストで 25～65 パーセンタイル間の得点の生徒を含んでいるという。人種に関係

なく平均以下の生徒は，成績への積極的な利益のある一層厳格な学習環境において成功するこ

とができるという。平均の成績の少数民族の生徒は，このような学習環境において同様にある

いは一層成功するという。適度な教育課程にある白人の生徒は，一般教育から大学進学コース

教育課程に移行することができると述べている。 

  Hoffer(1997)によると，ある州と地方当局が高校生が卒業するためには少なくともあと 3 年

間数学を学ぶ必要があるという法律の制定を最近行おうとしていると述べている。高校在籍の

間に生徒が履修する数学コースの種類，中途退学率，高等学校在籍期間での数学の到達度テス

トの得点という三種類の結果についての政策努力を研究しているという。その他のコースがテ

ストの得点および中途退学と生徒の関係に影響を及ぼすかどうか，到達度に関して更に多くの

数学のコースを履修するという努力を軽減させるかどうかという問題についても取り上げてい

るという。1988 年の国家教育縦断研究(NELS:88)の代表的なデータの結果から，数学のコース

を更に履修させることが有益である，あるいは有害であるという主張についてはほとんど支持

を与えるものではなかったという。三つのコースが必要であるとすることは，幾何一つ，代数

二つでのコース実施という形で高い割合となっているが，一層のコース実施の有効性について

は見かけ上必要性はあまりないと述べている。 

  Dooley と Prause(1997)は，学校を去り，大学にも行かず就職もしない若者に何が起こってい

るかについて論じている。非雇用あるいは不完全雇用が，自分自身を考える転換点となり，自

己評価の尺度になるかも知れないという。二つの方法で近年の学校を離れていった者において，

雇用状態と心理的幸福との関係を取り上げている。 

  Dei(1997)によれば，教育の構造的過程は，民族，人種，性別，階級によって生徒に対して不

平等な機会を与え，異なった成果を創造させることになるという。教育制度内のこれらの要因

の研究から，学校の機能によってある種の白人の生徒を他の生徒から引き離すようにするとい

う混乱した情報が明らかになったという。学校は文化的，政治的，経済的再生の媒介であるば

かりではなく，力関係によって様々に位置づけられた集団間の衝突の場でもあるという。オン

タリオ公立学校の３年間の研究として，55 人の黒人のアフリカ系カナダ人と，中途退学者を含

む 200 人以上の黒人と黒人ではない若者に面接を行ったという。生徒たちは，社会での彼らの

機会を最大化させるのを助長するために，公立学校で期待されると考えられる特徴的な変化を

求めていたという。生徒は，権利に関わるアフリカの歴史について知ることの重要性および，

カナダ社会と世界に対するアフリカ系の人々の寄与について学ぶことの重要性を述べていると

いう。 

  Blome(1997)は，1980 年から 1986 年の縦断的データを用いて，孤児養育の若者の集団と少な

くとも片方の親とは生活をしている若者の集団の高等学校と高等学校後の体験を調査研究して

いる。養育された若者は，より高率で高等学校を中途退学し，GED を達成するのはかなり難し

かったという。孤児養育の高校卒業者では，教育に対して保護者や後見人からかなりわずかな



経済的援助しか受けていなかったという。孤児養育の若者は，学校での更に多くの懲戒問題を

報告し，学校を変わることによる教育的崩壊を体験したという。ほとんど大学進学予備高校コ

ースには置かれず，孤児教育の若者と一緒に生活をしている大人はほとんど宿題を教えないと

いう。児童福祉政策と実践に重要な関わり合いがあると述べている。 

  Mahoney ら(1997)は，学校を基盤とした教科外活動との関わり合いと早い時期の中途退学の

関係を研究している。7 年生から 12 年生まで 206 人の女子と 186 人の男子 392 人について縦断

的な評価を行ったという。例えば 7 年生と 8 年生の中等学校の教師から評価された個人能力尺

度に基づくクラスター分析から社会と学力の能力での違いのある男女の特徴が見出されたとい

う。早い時期での中途退学とは，11 年生を落第したものと定義をしている。危機的状態にある

生徒の中途退学率は，教科外活動に参加していた生徒の方が，著しく低かったという。しかし，

教科外活動のかかわりは，中等学校の間参加したあるいはかなり参加したと判断される生徒の

間では，早い時期の中途退学にある程度関係していると述べている。 

  Kaplan ら(1997)は，７年生での落第とその後の中途退学の前に観察された関係を，7，8，9

年生と若い大人でテストしていたモデルによって検討している。落第については，低い動機づ

け，逸脱した仲間との関係，学校にいる生徒による排除の認知という間接的な効果によって部

分的には分析されたという。教師による拒絶，学校に対する抵抗の認知は，早い時期での否定

的な学習経験に影響されるけれども，逸脱した仲間との関わりや低い動機付けと中途退学の関

係に関する影響とは無縁ではないという。 

 White と Kaufman(1997)は，人種，世代の地位，アメリカにいる期間，言語使用，高校卒業

に関する社会資本の効果について調査研究している。5 年以内の最近の移民，6 年以上の長い期

間になった移民，少なくとも片親が外国生まれの生粋のアメリカ人（２世），両親が共に外国

人ではない生粋のアメリカ人について比較をしている。1980 年に高校生であり，その後毎年追

跡調査をしたサンプルについて面接をし分析を行っている。結果からは，人種は中途退学の確

率についての効果はほとんどなかったという。移民は，両親とも外国人ではない生粋のアメリ

カ人よりも中途退学の確率が高いという。このことは，長い期間になった移民よりもまだ間も

ない移民の方が，おおむね真実であるという。２世の卒業は，生粋のアメリカ人とあまり違い

はなかったという。社会資本は，モデルではかなり重要であり，他の尺度の効果を減少させて

いるという。 

  Teachman ら(1997)は，8 年生の中途退学の可能性について，10 年生及び 12 年生の追跡研究

により，財政的，人的，社会資本的な様々な尺度の効果を調査研究している。結果によれば，

カトリック系の学校に通っていることや家族構造のような社会資本のより一般的な尺度および

親子や親と学校の関係のような社会資本の特定の尺度のいずれも高等学校の中途退学に関係し

ているという。社会資本は学校を続けるという決定をする親の財政的，人的資本と相互作用し

ていると述べている。 

  Garnier ら(1997)は，高校中途に対する家族や子どもの要因と青年の要因の直接的間接的関係



を比較するために，潜在的に変化する原因となるモデルを対照させている。サンプルには，19

年の縦断的研究での 194 人の欧米の伝統的家族，および非伝統的家族が含まれているという。

結果によれば，高校中退は多面的に決定された過程であり，子どもや青年の要因と同様に家族

の要因も含まれる児童期に始まる早期の影響を受けていると述べている。人生観と高い関わり

のある早い時期での家族の非伝統性は，中途退学の低い確率と関連するという。累積する家族

のストレス，低い高校での成績と動機付け，低い 6 年級の達成度，青年期の薬物使用は，中途

退学の高い確率と関連すると述べている。児童期の薬物使用の広がりや学校に行くこと，早い

時期での学校の成績よりも子どもの能力を，ということを通して，家族の生き方と価値観は，

子どもの発達過程と関連するという。人生観と強く関連する非伝統的な生き方は，落第に対し

て長い期間にわたって保護をする働きをするかも知れないと述べている。 

  Rosal ら(1997)は，13 歳から 15 歳の 50 人の生徒の 9 年級学級でのアートセラピーと英語を

組み合わせた授業の有効性を調査研究している。この研究の３つの目的は，中途退学率の減少，

落第の減少，および学校，家族，自分自身についての生徒の態度の改善であるという。３つの

尺度からのデータによると，このプロジェクトは十分に目標を達したと述べている。 

  McNeal(1997)は，平均年齢 15.5 歳の 5,772 人の高校生のデータを用いて，高校中退を引き起

こす学校の役割，特に中途退学の確率に関する規模，生徒と教師の比率，特殊化と教育の強さ

のような学校の構造，学校環境，学術的重要性，社会環境のような学校の関係要素を研究して

いる。結果によれば，生徒と教師の比率と社会環境は中途退学の可能性にかなり影響を与え，

成績に関する学術的重要性および教育に関する焦点のような他の学校の要因は，あまり中途退

学に影響を与えてはいないという。人種的民族的地位と中途退学の間の関係は，学校には依存

せず，学校を通して一定であったと述べている。 

 Finn と Rock(1997)は，低収入の家庭出身の 1,803 人の少数民族の生徒を評点，テストの点数，

8 年級から 12 年級までの連続性に基づいて，３つの集団に分類したという。分類は，成績面で

成功し学校を全うした者（「快活な」生徒），不十分な成績で学校を終了した者（快活ではな

い完了者），そして完了しなかった者（中途退学者）であるという。統計学的に統制された後

でさえ，約束の行いに関して集団内で見い出されたという。結果から，生徒の約束が成績の回

復力の重要な要素であるという仮説が成り立っているという。 

 Iwamoto と Yoshida(1997)は dropouts にも関連するが，school refusal にも関連するので，school 

refusal のところで取り上げることにする。 

 ３ school phobia に関する研究の概観 

 1997 年の school phobia をキーワードに持つ文献 9 件のうち，関連の考えられる 7 件について

概観することにする。ERIC では 2 件のうち 2 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，7 件

のうち 5 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 5 件，フィンランドが 1 件，ス

ウェーデンが 1 件である。 

  Tiihonen ら(1997)は，シタロプラン治療後の恐慌性障害患者のベンゾジアゼピン受容体の取



り込みについて報告している。選択的セロトニン再取り込み阻害薬のシタロプランで治療をさ

れた恐慌性障害と学校恐怖症の 10 歳男子の事例を報告している。治療は有効だったという。結

果によると，最初に脳内のベンゾジアゼピン受容体密度を増加したセロトニン伝達が調節し，

増加したセロトニン作用が不安を減少させ，さらにベンゾジアゼピン受容体密度と分布の標準

化を行ったと述べている。 

  Jenni(1997)は，学校恐怖症の定義，人口統計学，病因学，大人の精神健康的関係，一般的な

治療処置勧告について論じている。学校恐怖症を解決する家庭・学校関係についてのモデルを

示し，必要なリーダーシップ，指導，チームの構築を提供するスクールカウンセラーの提言に

ついて焦点を当てている。 

  Brown(1997)は，一般開業医において，心因性遺尿症や腹痛，学校恐怖症，行動上の問題，

慢性不安があると見られる 51 人の 6 歳から 15 歳の対象者の自己主張と自己受容を高める目的

で催眠状態での示唆の活用を報告している。治療されたすべての対象者は，消極的で内気であ

り非受容的であったという。39人の対象者は 2年後の追跡調査で完全に回復していると見られ，

12 人は持続的な改善には至っていなかったという。治療処置に費やされた平均の累計時間は 1

時間半ほどであり，催眠療法へのこのアプローチは，児童精神医学者及び療法家と同様に一般

開業医にも興味深いものであろうと述べている。 

  Birmaher ら(1997)は，子どもの情緒障害について論じている。314 人の 9 歳から 18 歳までの

外来患者と 300 人の親の質問紙を用いたという。これらのうち，88 人の子どもと 86 人の親の

準標本を最初の選抜の平均 5 週間後に再検査したという。子どもの不安に関する情緒障害選抜

の所見はいずれも身体の恐慌，全般性不安，分離不安，社会恐怖症，学校恐怖症の 5 つの要因

を表したという。 

 Flakierska-Praquin ら(1997)については，school phobia にも関連するが，school refusal の節で

取り上げるので，ここでは取り上げない。 

 

 ４ school refusal に関する文献 

 1997 年の school refusal をキーワードに持つ文献 10 件のうち，関連の考えられる 7 件につい

て概観することにする。ERIC では 2 件のうち 1 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，8

件のうち 6 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 2 件，日本が 2 件，英国が 2

件，スウェーデンが 1 件である。 

 Iwamoto と Yoshida(1997)は，日本の登校拒否について論じている。日本の不登校の発生率は，

過去 10 年間にわたって実質的に増加してきており，この傾向が逆転する兆しは全くないと述べ

ている。文部省のデータから導き出した増加に関する詳細，年齢，診断基準が示され，予後と

関連づけている。福岡市の病院で診断を受けている不登校の小学生 24 人，中学生 26 人，計 50

人について分析をし，DSM-IV 診断基準を決定したという。もっとも顕著な範疇は，適応障害

であり，不安障害，分離不安，身体表現障害，関係性の問題，人格障害がこれに続いていると



述べている。 

  Foreman ら(1997)は，11.75 歳から 15.4 歳の性別，読書力の一致した 20 人の登校拒否の生徒

と登校している生徒 20 人の語彙決定をする意味的情緒的情報を調査研究している。登校拒否の

9 人の対象者は，現在あるいは過去の大うつ病の診断基準にも一致しているという。どちらの

実例においても意味的情緒的情報が論証できる，登校拒否生徒は，主音に反して学校関連のこ

とばの情緒的情報を示す，という２つの仮説を立てている。どちらの実例も意味的情報を示し

ており，登校している生徒とうつ病の履歴のない 11 人の登校拒否の生徒が情緒的情報を示して

いるという。登校拒否の対象者は，学校関連のことばに対する情緒的情報を示さなかったとい

う。うつ病の履歴のある 9 人の登校拒否の対象者は，情報に一般的な適応を示したという。こ

の年齢層に意味的情報と情緒的情報のいずれも見い出すことができるという。これらの情報は，

学校への不安に典型的に関連する登校拒否については該当せず，少なくともこの年齢層のある

種の精神医学的に関連する状態あるいは特徴に情報が敏感であることを示しているという。   

Davison(1997)は，治療処置に対する臨床的評価と計画について論じている。うつ病についての

明確な考え方の欠如は，状況がしばしば行為障害のようなその他の障害と共在するという事実

によるかも知れないという。いわゆる仮面うつ病障害のある登校拒否児が明確にうつ状態にあ

るというのも当然であるといえるかも知れないという。しかしこの場合，うつ病の徴候は厳密

には見い出されてはいないであろうという。その他の明確な状況を臨床的評価に与えても臨床

家にとって子どものうつ病について調べるということは重要なことであると述べている。 

  Bernstein ら(1997)は，病的不安および抑うつ障害の登校拒否の青年の事例においてもっとも

一般的な身体的愁訴を特定したという。身体症状が，高い不安水準に関連するのか，あるいは

高い抑うつ水準に関連するのかについても検討している。治療処置をされている 12 歳から 18

歳の 44 人が構造化された精神医学的面接，不安尺度，抑うつ尺度，身体化の尺度に基づいて評

価されたという。もっとも一般的な身体的愁訴は，自律神経的範疇と胃腸的範疇にあるという。

単純な退行分析では，改訂児童テイラー不安検査により測定された不安段階，Beck 抑うつ目録

により測定された抑うつ段階のいずれも身体的愁訴の重篤度がかなり予測されたという。欠席

日数のパーセントと身体的愁訴の重篤度の間の相関関係が重要になると述べている。 

  Tomoda ら(1997)は，登校拒否の患者の生体リズムと不明確な症状との間の関係を調査して

いる。12 歳から 18 歳の 22 人の登校拒否の患者の概日リズム(CBT)と身体的あるいは精神医学

的な障害が何もない不明確な愁訴の関係を調査したという。睡眠にも精神医学的にも医学的に

も障害のない 9 人の健康で年齢的にも一致した登校をしている生徒について，CBT の調査をし

ている。登校拒否患者の CBT 概日変化は，明確なリズムでは現れず，もっとも低い CBT が現

れる時間は，健康な対象者と比較して著しく遅れていたという。概日 CBT 変化の程度は，最小

二乗法の余弦曲線と一致しているが，健康な対象者よりも登校拒否の対象者の方がかなり小さ

いという。結果によると，身体的精神医学的障害のない登校拒否患者では，臨床的精神身体医

学的症状と登校拒否が，特に体温の概日リズムと睡眠曲線のリズムのバイオリズムで，同期か



らずれることに密接に関係していると考えられると述べている。 

   Flakierska-Praquin ら(1997)は，スウェーデンで男 16 人，女 19 人計 35 人の 7 歳から 12 歳の

学校恐怖症の治療を受けた人たちと年齢的に一致した 35 人の登校拒否ではない精神医学的患

者と 35 人の一般の対象者を 20 年から 29 年の追跡研究を行っている。30 年後の学校恐怖症の

結果は，学校恐怖症の事例には継続した精神医学的な問題があり，登校拒否ではない精神医学

的な患者よりもより影響するだろうという仮説によって調査されてきたという。選択された事

例は，DSM-III にしたがって診断を行うように再分析されたという。35 人の学校恐怖症の事例

は，すべて分離不安障害の規準に合致するという。結果によれば，学校恐怖症の事例では，よ

り多く精神医学的相談を受けており，一般的な対象者よりも親と生活を共にし，他の二つの集

団よりも子どもが少ないという。登校拒否ではない精神医学的障害のある群は，心理社会的適

応が十分ではなく，刑事犯となる率が高いという。それゆえ，子どもの頃の学校恐怖症の診断

の何らかの影響が結果として大人になってあるかも知れないと述べている。 

 Jenni(1997)は，school refusal に関する文献であるが，school phobia にも関する文献であるの

で，ここでは取り上げない。 

 Ⅲ おわりに 

 1997 年の ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS における不登校に関連すると考えられる

研究では，不登校を念頭に置いた「登校改善中途退学予防」という表現が見られず，「中途退

学予防」という表現である。不登校よりも退学予防に力点を置いた研究が 90 年代半ばの現在で

は収録されてきている。また，1997 年では，KIDS COUNT Data Book のデータを元にした文献

が 5 件ほど見られる。事例研究よりもモデル研究の適応の文献が多いのが特徴である。暴力や

犯罪等との関連を論じている文献も今年は見い出されてきている。 

 DIALOG データベースでの 1997 年の ERIC では， school attendance に関する文献が 21 件，

school dropouts に関する文献が 11 件，school phobia に関する文献が 2 件，school refusal に関す

る文献が 1 件であった。一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school attendance に関す

る文献が 25 件，school dropouts に関する文献が 23 件，school phobia に関する文献が 5 件，school 

refusal に関する文献は 8 件であった。1997 年の検索文献総数は，103 件であり昨年の 73 件より

かなり増加している。経年変化については，2001 年以降にまとめるが，増加については注目し

ておきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献を用いた世界の不登

校に関する研究の 1 年毎の概観は，7 年目となる。日本における登校に関連する問題，不登校

に関連する問題は解決してきているとは考えられず，今後もアプローチをしていく必要がある

と考える。 

 

                                                                 SATO,Masamichi 
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